
　６月７日、連合山形第３６回地方委員会が山形市大手門パルズにて開催
され、2017年度下期の主要活動計画と役員の退任による補充選出につい
て承認されました。
　冒頭、岡田連合山形会長は、２０１７春闘の中間状況と、県内最低賃金の
引き上げに向けた連合山形の今後の取り組み、共謀罪法案成立反対の取
り組み、「連合山形・第６次・組織拡大・３ヶ年計画」を踏まえた組織
拡大の取り組み、安倍政権の暴走する政治に歯止めをかけるために年内
にも予定される解散総選挙の必勝に向けた取り組みについて述べました。
　設樂事務局長より、昨年１１月に開催した第２９回定期大会以降の活動報
告と、２０１７年度下期の主要活動方針について提起され、最重要課題と位
置づけた「組織拡大」の取り組みについて全力を傾注して取り組むこと
や最低賃金の引き上げの取り組みなどについて、確認・決定されました。
　
　また、今年度、労働相談をきっかけに結成された鶴岡市の五十嵐工業
所労働組合（ＪＡＭ加盟）が紹介され、岡田連合山形会長から布川委員
長に助成金が贈呈され固い握手が交わされました。組織拡大を最重点活
動と位置づけ、社会的影響力ある労働運動の強化に向けて下期の活動に
取り組んでいきます。
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共謀罪法案を許さないぞ！ＳＴＯＰ！共謀罪

「共謀罪法案成立阻止！６．１３緊急集会」に３００人
　６月１３日、山形市第二公園にて「共謀罪成立阻止！６．１３緊急集会」が開催され、労組組合員、県議会
議員、山形市議会議員など３００人が集まり、共謀罪法案成立阻止にむけて闘おうと気勢をあげました。集
会には、吉村和武民進党山形県連幹事長、広谷五郎左エ門社民党山形県連代表代行も駆けつけ、共謀罪法
案反対と訴えました。集会後、市内をデモ行進し、「共謀罪法案を取り下げろ！」「強行採決を許さないぞ！」
などとシュプレヒコールし、市民にアピールしました。

共謀罪法案強行採決に抗議の街宣行動！
　６月１５日早朝に強行採決で成立された共謀罪の趣旨を盛り込んだ改正組織犯罪処罰法に対し、同日正午、
山形市山交ビル前にて抗議の街頭宣伝行動を行いました。
　岡田連合山形会長は、「多くの国民の反対の声を無視し、委員会採決を省略するという禁じ手を使って
の奇策による強行採決は、断じて許せない。強く抗議し、反対していく。」と訴えました。他に、小口副
会長、石黒覚県議会議員、広谷五郎左ェ門県議会議員がマイクを握り、共謀罪法案の強行採決に抗議の訴
えをしました。集まった組合員たちは、「ＳＴＯＰ！共謀罪」「強行採決を許さないぞ！」などのプラカー
ドを掲げながら、市民にアピール。街頭では、演説に足を止めて市民が聞き入っていました。

連合山形ニュース
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組織犯罪処罰法等改正案（共謀罪法案）の学習会を開催
　６月７日、山形市大手門パルズにて、「組織犯罪処罰法等改正案（共謀
罪法案）」学習会が開催され、連合本部の小熊栄総合政策局社会政策局長
より講演していただきました。今国会で審議されている「組織犯罪処罰法
等改正案」は、過去に３度廃案になった共謀罪をテロ対策というもっとも
らしい名目をつけて名前を変え、国会に上程されました。講演では、捜査
段階から恣意的に運用されれば市民団体や労働組合が不当に捜査対象にな
ることや、自首減免制度により虚偽の密告や自白によって冤罪を生み、人
権侵害や冤罪の温床となる危険があると話されました。
　今国会においては、野党の追及に対する担当閣僚の答弁が二転三転しているばかりでなく、与党は数の
力で極めて乱暴な運営も行っています。不安が払しょくできない法案に反対し、ともに声を上げましょう！

ワークルール検定2017・春（初級）が実施されました
　６月１１日（日）、山形市大手門パルズにおいて、（一社）
日本ワークルール検定協会が主催する「ワークルール検定
2017・春（初級）」が実施され、63名の方が受検されました。
「ブラック企業」の社会問題化など、労使双方の「ワーク
ルール」に関する知識・認識を高めていく必要があるとし
て、2013年から開始された検定。これまで全国の会場で多
くの方々が受検されています。山形での運営を連合山形と

山形県労福協が担当。後援として、山形県からもいただきました。北海道大学客員教授で弁護士の開
本英幸先生による１時間の講習後、検定開始され、受検者は真剣に取り組んでおりました。

小熊栄社会政策局長

最賃引き上げ・組織拡大キャンペーン！
　５月２５日、山形市山交ビル前にて、最賃引き上げおよび組織拡大キャンペーンとしての街宣行動を行い、
岡田連合山形会長をはじめ次期衆院選候補予定者の荒井寛さん、渋江朋博山形市議会議員、高橋昭弘山形
市議会議員、設樂連合山形事務局長がマイクを握りました。まもなく始まる地方最低賃金審議会を前に、
山形県の最低賃金７１７円を大幅に引き上げようと訴え、街頭では、最賃大幅引き上げを求める署名をお願
いしました。
　多くの市民の皆さんが足を止め、アンケートや署名に協力してくださり、関心の高さを感じています。
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　６月１５日、連合山形女性委員会（藤本恵美子委員長）は、
山形労働局を訪れ、礒敦夫雇用環境・均等室長に「雇用にお
ける男女平等に関する要請書」を手渡しました。今年１月に
は、「改正育児・介護休業法」が施行、４月には次世代育成
支援対策推進法において「くるみん」認定基準が変更されて
います。要請は、「改正育児・介護休業法について」「女性が
就労しやすい職場づくりの促進について」など４項目。
　要請書の手交後、藤本委員長をはじめ５名の女性委員会メ
ンバーが、山形労働局磯室長らと意見交換し、女性活躍推進法に基づく行動計画策定の現状や活用等、そ
れが今後実効あるものとなるように現場の声を伝えました。
　女性も男性も性的マイノリティの人たちも、自分らしく働き、生活できる社会を作り上げるためには、
こういう現場の声を届けていくことで、少しずつ働く環境が改善していきます。小さな一歩も、積み重ね
ていくことで大きな一歩にしていきましょう。

連合山形女性委員会が山形労働局へ要請行動
女性が活躍できる環境整備の促進を！

　５月２９日、（一社）山形県労働者福祉協議会の第５２回定時総会が開催され、２０１６年度の事業報告
と決算報告、役員の補充について承認されました。労福協会員には、連合山形の他、東北労金山形
県本部、全労済山形県本部、山形県生協連、山形県勤労者福祉センター、山形県勤労者育成教育基
金協会、山形県経済社会研究所の７団体で構成されています。
　総会後、「下流老人」の著者である藤田孝典氏による講演会が行われ、「全世代に広がる貧困」～
下流老人と若者世代～と題して、現在の貧困問題の現状やソーシャルアクションについて講演され
ました。賃金依存から抜け出し、市民すべてを社会福祉対象者にしたソーシャルアクションをあき
らめずに続けていけば、きっと社会変革できると話されました。

山形県労福協第52回定時総会と講演会開催

講演する岡田孝典さん
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　６月１２（月）～１３日（火）、全国一斉の「女性のため
の労働相談ホットライン」が実施され、開始の１０時と
ともに相談の電話が鳴り響きました。
　連合山形では、活動の一環として、フリーダイヤル
による「なんでも労働相談ダイヤル」を行っておりま
すが、この二日間は６月の「男女平等月間」（連合）に、
主に「働く女性」を対象とし、各県の連合において全
国一斉に行われました。セクハラやマタニティハラス
メント、パワハラなどの相談が寄せられ、この日相談
担当の女性組合役員がていねいにアドバイスしておりました。
　二日間の連合山形への相談件数は、全体で１３件と昨年（２９件）より少なかったですが、実施日の前後に
も女性からの相談が数件来ておりました。相談内容は、「この役立たず」「おまえに給料払うのももったい
ない」などと先輩同僚から常に怒鳴られているなどのパワハラや男性上司が勤務時間中にパソコンでアダ
ルトビデオを見ていて、注意してもやめないといったセクハラの相談など、差別関係の相談が６件と最も
多く、全体の４割となっています。

　６月９日、山形市アズ七日町前にて、６月１２日（月）～１３日（火）に実施する「女性のための労働相談
ホットライン」の街頭宣伝行動が行われ、岡田連合山形会長をはじめ、設樂事務局長、小野仁山形市議会
議員がマイクを握り、職場でのトラブルや悩みなど一人で悩まず電話相談してほしいなどと市民に訴えま
した。
　労働相談を受け付けるフリーダイヤル０１２０－１５４－０５２は、常設しており毎日相談できるようになってい
ますが、１２日と１３日は連合全国一斉の集中ダイヤル相談となっています。

「女性のための労働相談ホットライン」
─ 職場の悩み受付中です ─

「女性のための労働相談ホットライン」周知の街宣行いました
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